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国、地方公共団体や
公共・公益法人等と消費税
国、地方公共団体や
公共・公益法人等と消費税

○　このパンフレットは、国、地方公共団体、公共・公益法人等に係る消費税の
■納税義務の特例　■資産の譲渡等の時期の特例　■仕入控除税額の計算の特例　■申告・納付期限の特例　

　　などについて説明したものです。
　　また、「令和元年10月１日前に借入金を財源として課税仕入れを行い、当該借入金の返済に充てる補助金
の交付を受けた場合における特定収入に係る仕入控除税額の調整計算（Ｐ26参照）」など、「国、地方公共
団体、公共・公益法人等の消費税Ｑ＆Ａ」も掲載しております。

　　　　（令和7年４月１日現在適用されている法律に基づいて作成しています。）

○　インターネット等を介して、国外から国内の事業者・消費者に対して行われる電子書籍・広告の配信等の
役務の提供及び国外事業者が国内において行う芸能・スポーツ等に係る役務の提供に係る消費税の課税
関係につきましては、国税庁ホームページの「国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係について」
に掲載している各種リーフレットやＱ＆Ａをご覧ください。

○　消費税及び地方消費税の一般的な事柄につきましては、パンフレット『消費税のあらまし』をご覧ください（国
税庁ホームページからダウンロードできます。）。

○

○　国税庁ホームページでは、消費税に関する改正のお知らせや法令解釈通達、質疑応答事例などを掲載し
ています。また、申告や届出に必要な様式をダウンロードすることもできますので是非ご利用ください。

　令和５年10月１日から、「適格請求書等保存方式」（インボイス制度）
が開始されています。

○　令和２年４月１日以降に開始する課税期間から、国及び地方公共団体（地方公営企業を含む。）が行
う消費税等の申告は、e-Taxにより提出することが義務付けられています。また、公共・公益法人等
についても、資本金の額又は出資金の額が１億円を超える場合には、同様にe-Taxにより提出するこ
とが義務付けられています。詳しくは、20ページをご覧ください。

登録申請は、e-Taxをご利
用いただくと手続がスムー
ズです。

　　詳しくは、68～69ページをご覧ください。

○　インボイス制度に関する一般的な電話相談は、インボイスコールセンター
　 （インボイス制度電話相談センター）で受け付けています。

〇　税務相談チャットボット（インボイス制度）も公開していますので、ぜひご利用ください。
　　ご質問を入力いただくと、AI（人工知能）を活用して自動で回答を表示します。

　　専用ダイヤル　0120-205-553（無料）［受付時間］　9：00～17：00（土日祝及び年末年始を除く）

チャットボットは
こちらから

国 税 庁

税務署での面接による相談を希望される方は、税務署での待ち時間なく相談に対応できるよう、あら
かじめ電話により面接日時を予約していただくこととしておりますので、ご協力をお願いします。

※　「適格請求書等保存方式」（インボイス制度）の下では、登録を受けた
事業者（適格請求書発行事業者）のみが適格請求書（インボイス）を交付
することができます。
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Ⅰ 　 国、 地方公共団体、 公共 ・ 公益法人等に対する消費税

　 の特例等

１　特例制度の概要

　消費税は、国内において資産の譲渡等を行う個人事業者及び法人を納税義務者としており、

国、地方公共団体、公共・公益法人等も国内において資産の譲渡等を行う限りにおいては、営

利法人と同様に消費税の納税義務があります。しかしながら、国、地方公共団体、公共・公益

法人等の事業活動は公共性が強いものであることから法令上各種の制約を受けたり、国又は地

方公共団体等の財政的な援助を受けるなど、営利法人と比べ特殊な面が多いことから、消費税

法上、特例が設けられています。

国、 地方公共団体、 公共 ・公益法人等に適用される特例

国 （一般会計）

地方公共団体 （一般会計）

国 （特別会計）

地方公共団体 （特別会計）

消費税法別表第三に掲げる法人※

人格のない社団等

会計単位

適 　用　 さ　 れ　 る　 特　 例

資産の譲渡等

の時期

仕入控除税額

の計算
申告（納付）期限

○

○

○

○

—

—

○

○

○

○

△（要承認）

—

○

○

○

○

○

○

△（要承認）

—

課税標準額に対
する消費税額と
仕入控除税額を
同額とみなす

申告義務なし

※　次のものは、 消費税法別表第三に掲げる法人とみなすこ と と されています。

⑥

⑤

④

③

②

①
政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律第４条第

１項の規定による法人である政党又は一定の政治団体

建物の区分所有等に関する法律第47条第１項の規定による管理組合法人

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

マンションの建替え等の円滑化に関する法律に基づくマンション建替組合、マ

ンション敷地売却組合及び敷地分割組合

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律に基づく防災街区整備

事業組合

地方自治法第 260 条の ２ 第 １ 項の認可を受けた地縁に よ る団体

○　マイナンバー制度について

参考　適格請求書等保存方式（インボイス制度）について（令和５年10月１日～）
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（問１）免税期間における起債の償還元金に充てるための補助金等の使途の特定・・・・・21
（問２）借換債の償還に充当した繰入金等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22
（問３）繰越金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22
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（問６）借入金の利子の支払に使用することとされている補助金・・・・・・・・・・・・24
（問７）人件費に使途が特定されている補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24
（問８）消費税の還付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24
（問９）公益法人等の申告単位・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25
（問10）一部事務組合への適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25
（問11）令和元年10月１日前の借入金の返済に充てる補助金の交付を受けた場合・・・・・26
（問12）適格請求書発行事業者の登録を受けたことにより課税期間の途中から
　　　　課税事業者となった場合における資産の譲渡等の時期の特例の適用について・・・28
（問13）適格請求書発行事業者の登録を受けたことにより課税期間の途中から
　　　　課税事業者となった場合における仕入控除税額の計算の特例の適用について・・・28

　平成28年１月から導入されたマイナンバー制度は、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社会
を実現する社会基盤です。
　国税のマイナンバー制度に関する情報や法人番号の最新情報については、国税庁ホームページをご覧ください。

目　次

Ⅰ 　国、 地方公共団体、 公共 ・ 公益法人等に対する消費税の特例等

Ⅱ 　国、 地方公共団体、 公共 ・ 公益法人等の消費税Ｑ＆Ａ

Ⅲ　 特定収入に係る課税仕入れ等の税額の計算

（事例１）課税期間中の課税売上高が５億円以下、かつ、課税売上割合が95％以上の場合・・・
（事例２）課税期間中の課税売上高が５億円超又は課税売上割合が95％未満の場合・・・・・
　　　　　１　個別対応方式を採用している場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　　　２　一括比例配分方式を採用している場合・・・・・・・・・・・・・・・・・

索 引

国 　 税 　 庁 　 の 　 使 　 命

納税者の自発的な納税義務の履行を、適正かつ円滑に実現します。


